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はじめに

 インドネシアはASEANの中でも市場規模や成長性の点で最も魅力的な市場です。
 しかし、マーケットの実情や競合プレイヤー、荷主ニーズについて必ずしも明らかにされていないのが実情ではないで

しょうか。
 メーカー、食品卸、小売・外食が自前で有する倉庫・物流機能が今後どのようにアウトソースされていくかを読み解くこ

とは、進出機会を特定していく上で鍵を握ると考えております。
 DBJグループでは、ASEANのコールドチェーン事情について数多くの調査を実施して参りましたので、その内容の一部

ご紹介させていただきます。

出所）「ASEANスマートコールドチェーン構想」第3回検討会「重点国選定の考え方」より引用

Key Question

 本当に十分な市場規模は見込めるのだろうか

 冷蔵倉庫の需給バランスは今後どうなるか

 プレイヤーの状況はどうなっているか

 川上～川下領域のどこを狙うべきか

 どんな外部委託ニーズや課題があるか

 ローカル企業のどこと組むべきか など
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（１）保管需要の所在

 牛肉は輸入が冷凍であるものの量は限定的。鶏肉は消費量が大きい（精肉200万トン）が常温流通が主流であり、必ずしも保
管需要に直結しておらず、加工品の増加がカギである。水産物は、輸出に相応の取扱いがあり、輸出が拡大していけば保管需
要が見込まれるが、現状はメーカーの自家用倉庫での保管が中心である。

 乳製品は、チルド牛乳およびアイスの需要拡大に伴い保管需要が拡大する見通し。バターやチーズの需要が増加すれば保管需
要も拡大するが取扱量がまだ小さくその効果は限定的である。

 野菜は国内流通は大きく、一定量の輸入量もあるが、常温流通である。

備考１）取扱量の数字は統計データ等に基づく概算値
備考２）取扱量の数字は一般的に冷凍・冷蔵保管の対象になりうる商品のみの数値である

1. 十分な市場規模は見込めるか？

国内流通品

輸入品

• 流通量 大
• 常温流通

農作物（野菜・果物） 畜産物 水産物

青果 加工品 精肉・原料 加工品 鮮魚・原料 加工品

• 流通量 小
• 常温流通が太
宗

• 常温流通が主
（MTでも店舗
までは常温流
通がまだ多
い）

• チキンナゲット
等、冷凍流通が
主

• 流通量は限定的

• 輸入量増加
• フルーツはか
んきつ類

• 常温が太宗

• 流通量ほとん
どなし

輸出品

• 輸出量 小
（地産地消）
• 常温が太宗

• 冷凍野菜を一
部(20MUSD)

輸出するが取
扱量極めて小
さい

野菜1210万㌧ 果物1,484万トン
（冷凍品は0.1万㌧）

野菜：97万㌧
フルーツ：66万㌧

380万㌧
（冷凍・冷蔵品は970M USD）

• 輸出なし • ほとんどなし

• 牛肉が冷凍輸
入

• ほとんどなし

15万㌧

• 鮮魚は常温流
通が主（地産
地消）※倉庫
不足が顕著

• 冷凍流通が主
• 流通量 小

723万㌧

• エビ、カニ等、
常温・冷凍流
通が主流

（自家用倉庫が
メイン）

• 冷蔵・冷凍流
通が主流

• 輸出量は小さ
い

121万㌧

• 単価の安い冷
凍魚が中心

• 冷凍流通が主
流

• 常温流通が主
流

0.2M USD

15M USD

23M USD

930M USD

38M USD

2万㌧

440M USD

3,185M USD

275M USD

乳製品

加工品

• 常温保存可能な製品が太宗
• 牛乳はLL牛乳が9割弱を占め、チ
ルド牛乳の流通量は小さい

• アイスは冷凍流通

牛乳：140万㌧（445M）
（チルド牛乳：10万㌧強）

アイス：438M

• ほとんどなし

牛乳：12万㌧
野菜：14万㌧

フルーツ：120万㌧
0万㌧

0M USD

71万㌧

• 牛乳以外はバターやチーズの加工品
• 需要が小さく輸入量は大きくない
• バター/チーズの原料・半製品は冷
蔵保存、最終製品は常温流通が主

牛乳：259万㌧（820M）
ﾁｰｽﾞ＆ﾊﾞﾀｰ80万㌧（243M）

出所：現地調査を踏まえ日本経済研究所作成

今後の保管需要として期待される領域
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（２）現地の認識

1. 十分な市場規模は見込めるか？

 インドネシアでは依然として常温品を「新鮮」ととらえる傾向が強く、「チルド（冷蔵）」という概念が希薄。冷えてい
ると逆に新鮮でないととらえられ、せっかく冷蔵状態で運んでも、常温で運んでほしいといわれることもある。

J社（ローカル）

D社
（ローカルメーカー）

L社（ローカル）

G社
（ローカル小売り）

H社
（ローカル小売り）

 市民はチキン・魚は市場で非冷凍・冷蔵品を購入
する。ただし、チキンナゲットについては、「チ
キンナゲット」という一つの形態として受け入れ
られており、消費量は増加傾向にある。冷凍食品
の取り扱いは増えている。

出所：現地調査より日本経済研究所作成

 魚以外の加工品需要は限定的。乳製品の中では、唯一アイスクリームの成長性が高い。牛乳はLL
ミルクが主流であり、バターは価格の安いパームオイルを皆使っており必要とされていない。
チーズはあまり食べない。

 鶏肉は国内で調達できることからそれほど冷蔵需要があると感じない。
 野菜も、都市圏郊外の農村から直接調達し、マーケットから直接購入する。（生鮮野菜を食べる

文化はまだない）
 医薬品：成長性はあるが、そもそもの市場規模が小さい

B社（ローカル）

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

 冷凍・冷蔵品は、着実に成長しているが、
予想よりも成長スピードは遅い。

 冷凍・冷蔵のレトルト品はまだ電子レン
ジや冷蔵庫が普及していないため、上位
中間層以上でないとニーズはない。一般
的な国民はまだ料理をするにも生肉・魚
等が中心であり、こうした食文化はなか
なか変わるものではない。

各プレイヤーの冷凍冷蔵保管商品の市場性に対して
楽観的な見通しは少ない。

（日系各社には慎重なマーケット分析が求められる）

 輸入量について商品ごとに規制がかけられており、輸
入業者は当局に対して４～6か月毎に申請が必要。昨
年度の実績に応じて認定される量が決まるため、輸入
量が大きく伸びることは難しい。

 ASEANの中ではインドネシアはまだ「眠れる巨人
（Sleeping Giant）」であり、これから。

 Dairy Productの需要は、今はまだ少ないが、各家
庭を含む冷蔵設備の普及が進むにつれて、今後大き
く伸びると考えている。

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiHi_-3ibjgAhUMMt4KHfo1CaQQjRx6BAgBEAU&url=https://www.silhouette-illust.com/illust/3365&psig=AOvVaw15cWrNBH3obax1Aru8xnVu&ust=1550125447849242
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiHi_-3ibjgAhUMMt4KHfo1CaQQjRx6BAgBEAU&url=https://www.silhouette-illust.com/illust/3365&psig=AOvVaw15cWrNBH3obax1Aru8xnVu&ust=1550125447849242
https://www.silhouette-illust.com/illust/29253
https://www.silhouette-illust.com/illust/29253
https://www.silhouette-illust.com/illust/27354
https://www.silhouette-illust.com/illust/27354
https://www.silhouette-illust.com/illust/29253
https://www.silhouette-illust.com/illust/29253
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiHi_-3ibjgAhUMMt4KHfo1CaQQjRx6BAgBEAU&url=https://www.silhouette-illust.com/illust/3365&psig=AOvVaw15cWrNBH3obax1Aru8xnVu&ust=1550125447849242
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiHi_-3ibjgAhUMMt4KHfo1CaQQjRx6BAgBEAU&url=https://www.silhouette-illust.com/illust/3365&psig=AOvVaw15cWrNBH3obax1Aru8xnVu&ust=1550125447849242
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiHi_-3ibjgAhUMMt4KHfo1CaQQjRx6BAgBEAU&url=https://www.silhouette-illust.com/illust/3365&psig=AOvVaw15cWrNBH3obax1Aru8xnVu&ust=1550125447849242
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiHi_-3ibjgAhUMMt4KHfo1CaQQjRx6BAgBEAU&url=https://www.silhouette-illust.com/illust/3365&psig=AOvVaw15cWrNBH3obax1Aru8xnVu&ust=1550125447849242


4

 インドネシアの営業用冷蔵倉庫の保管能力を把握できる政府の統計データはなく、全体像の把握は容易ではない。
 GCCA（Global Cold Chain Alliance）の独自試算では、インドネシアには民間の自家用冷蔵倉庫及び政府所有分も含め

て、全体の冷蔵倉庫キャパシティは1,232万㎥となっている。これを㌧に換算すると約286万㌧規模と推計できる。
 一方、ARPI（インドネシアコールドチェーン協会）は、2018年現在で自家用冷蔵倉庫も含めて223万パレットが民間企業

が保有する冷蔵倉庫の保管能力となっている。このうち、営業用冷蔵倉庫は約60万パレットとなり民間保有全体の26%を占
める。

 また、民間保有の冷蔵倉庫が主体であるものの、水産関係を中心に政府が保有する冷蔵倉庫も20％程度*ある。

（３）アセット - 冷蔵倉庫全体（自家用・営業用）の保管能力

1. 十分な市場規模は見込めるか？

（‘000 pallets）

出所：ARPI及び現地調査より日本経済研究所作成

冷蔵倉庫の保管能力（自家用・営業用）
インドネシア 2018年

インドネシア

日本

インド

フィリピン

ベトナム

3,761

1,232

倉庫キャパ
（万㎥）

15,023

200

386

推計値
（1㌧=4.3㎥）

875万㌧

286万㌧

3,494万㌧

47万㌧

90万㌧

出所：2018 GCCA Global Cold Storage Capacity Report

►水産加工会社は事
業所数が多く、産
業規模も大きいた
め、冷蔵倉庫の保
管能力も大きく
なっている

►冷蔵倉庫の保管能
力の大小はほぼ産
業規模に比例

182 

233 

306 

421 

491 

598 

0 200 400 600 800

Red meat

Proccessed dairy food

Horticulture

Poultry chicken

Seafood processing plant

Rental cold logistics

千

自
家
用

民間保有分
Total 2,230,900 pallets

（営業用 598,000）

前年比9.5％増
（19万パレット増）

営
業
用

政
府
保
有

558Public Owned 備考）GCCAは営業用冷蔵倉庫の国際組織であるため、自家用及び政府
所有の冷蔵倉庫は十分に把握できおらず、各国の数字にはバラつきがあ
る点には留意されたい。

＊ARPIへのインタビュー結果に基づいて設定
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 ARPIの情報提供に基づき、産業別に冷蔵倉庫の需給ギャップを試算してみると、圧倒的な供給不足ということになってい
る。しかし、各プレイヤーの稼働率、荷主のアウトソース状況等、様々な角度から実態を把握した結果、現在は供給過多に
あると弊行グループは認識しています。

（１）需給バランス

2. 冷蔵倉庫の需給バランスは今後どうなるか？

冷蔵倉庫（営業用・自家用・政府保有）の需給バランス
（インドネシア 2018年）

需給ギャップ

Seafood
Processing

Plant

Red Meat Pultry Chicken Processed
Diary Food

Horticulture Rental Cold
Storage

Demand Supply

（'000 ton）

出所：ARPI及び現地調査より日本経済研究所作成

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

供給不足は本当だろうか？

実際は供給過多です。
弊行グループはその根拠
をお示しできます。



2. 冷蔵倉庫の需給バランスは今後どうなるか？
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（2）需給バランス － 変化点分析

消費者

荷主
（メーカー）

• 日系／外資の食品メーカーの進出
• ローカル食品メーカーの生産技術、商品

開発力の向上（高付加価値商品の製造販
売の増加）

• 輸送/保管品質の要求水準向上
• 自社物流から外部委託へのシフト（e.g. 

3PLのニーズ拡大）

• MTにおける多店舗展開の加速
• 自社物流から外部委託へのシフト
• 冷蔵・冷凍品スペースの拡大
• E-Commerceによる冷蔵・冷凍食品の取

扱い増加

輸出入

• 輸入枠上限の制度変更
• 輸入関税の見直し
• 輸出向け加工品の増加
• 輸入経路に関するインフラ整備進展

（e.g.コンテナ港湾の整備動向）

需要の拡大を引き起こす変化点テーマ 現状とのギャップ

• 白物家電の普及率は近隣諸国比でも低水準
（ジャカルタでも冷蔵庫の普及率は40%台）

• 国民の大半は、1食当2万RP（160円）以下
（ただし、ジャカルタの一人当たりGDPは1.7万㌦超）

• 平均寿命は60歳未満

今後３年間における
実現可能性

低

• 白物家電（冷蔵庫/電子レンジ）の普及
• 食文化の多様化（一人当の食費/一人当

GDP ）

• 健康や衛生意識の高まり（平均寿命/一人
当医療費/健康食品市場）

荷主
（小売・

コンビニ等）

出所：現地調査より日本経済研究所作成

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

• 品質よりも価格引下のニーズが強く、高品質な
保管・配送サービスをフィーに訴求できない

• 加工製造者は少なく、単価の低い食品原材料
（あるいは半製品）の取引が多数

• アイスクリーム以外の要冷蔵品の需要は限定的
• ローカルメーカーは自社物流が主流

• 輸入相手国・商品毎に輸入上限あり
• 輸入関税よりローカルの人々は輸入品には手を

出しにくい
• 輸出品は、食品原材料の割合が高い
• ジャカルタ近郊のタンジュン・プリオク港に貨

物が集中し、輸入手続きに時間を要する。

中
※一部のメー
カーに動きが
出てくる可能
性がある

中
※政権の方針
によっては輸
入緩和もあり
得る。港湾整
備も進捗中。

• ハイパー／スーパーマーケットが苦戦
• コンビニは地場2社の独擅場（日系は苦戦）
• コンビニ大手は冷蔵・冷凍品の取扱いは全体の

1.5割程度でまだまだ少ない
• Eコマースにおける冷蔵・冷凍品の取扱いはごく

わずか（3%台）

低

定量面・定性面から今後の変化を読み解
き、参入機会を特定していくことが重要で
す。
弊行グループは現地調査に基づいた将来見
通しをお示しすることが可能です。
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 過去10年間で営業用冷蔵倉庫の保管能力は大きく増加しており、主要プレイヤーの顔ぶれも様変わりしている。
 ビジネスモデルも単なる保管・配送サービスだけでなく、物流会社であっても、自前の加工場を抱えての一次加工への参入

や在庫リスクを抱えながらの集荷・調達事業、荷主企業の物流オペレーションの受託（3PL）、流通加工まで事業領域が広
がっている。ただし、全体として見れば、これらのサービス機能を提供できる会社はまだ限られている。

 食品卸を生業とする会社が冷蔵倉庫を拡充するケースが増えていることも最近の傾向である。

（1）保管能力

3. プレイヤーの状況はどうなっているか？

営業用倉庫保管能力の変化（インドネシア）

出所：現地調査より日本経済研究所作成
（保管能力は一部推計により算出している）

過去（2010年頃まで）（Total 約5.9万パレット） 現在 （Total 25万パレット）

225 

300 

400 

560 

700 

1,600 

2,000 

3,840 

6,000 

45,000 

Pluit Cold Storage

AGB Ice&Fisheries

West Side Agritama

Pincuran Mas Bina Usaha

AGB Tuna

Wira Logitama Saksama

YCH

Wirontono Cold
Storage&Industry

Bosco

Sukanda Djaya

2,000 

2,375 

4,150 

6,000 

7,000 

7,900 

8,000 

12,600 

20,000 

20,000 

22,000 

29,500 

30,000 

30,000 

50,000 

Mitusbishi Logistics

Wira Logitama Saksama

NEX LOGISTICS（日通）

GAC Samudera

Adib Cold Storage

Wahana

Kawanishi Warehouse

DUNEX

Mega International Sejahtera

Dua Putra Perkasa

Indoguna

MGM Bosco

Suri Nusantara Jaya

Kiat Ananda

Sukanda Djaya

► 標準的な営業用倉庫の保
管能力は500㌧以下が主
流

► 保有冷蔵倉庫を食品メー
カーや輸入業者にスポッ
トで貸し出す冷蔵倉庫事
業者（不動産業）が中心

► 500㌧を超える冷蔵倉庫
は大手メーカーや輸入業
者の自家用倉庫が中心

► 倉庫・配送アセットを自
前で保有しオペレーショ
ンも実施する物流会社は
系列（Sukanda Djaya, 

Wira Logitama Saksama, 

Bosco, Wirontono）のみで

独立系は不在

► 日系の冷蔵倉庫会社が
進出するとともに、独
立系の物流会社が成長

► 食品卸会社が大規模な
冷蔵倉庫を保有する
ケースの増加

► 倉庫・配送アセットを
自前で保有しオペレー
ションを実施する企業
の増加

► 5,000㌧を超える保管能
力を有する企業の増加

► 集荷・調達、加工（製
造）、３PL、流通加工

までサービスライン
ナップが拡大

(pallets)
(pallets)

倉庫・物流会社

ディストリビューター

10年で
４倍に拡大

※Suri Jayaは食肉の輸入卸会社であり、国内の食肉取扱量の10％のシェアを有する会社
Dua Putra Perkasaは食肉・水産物を中心とする食品卸会社であり加工事業も展開

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

競争環境はローカル優位であり、かつ近年、
競争が激化している。
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 参入プレイヤーの立地状況は、その多くは最大の市場であるジャワ島に集中しており、特にジャカルタ特別州、多くの工業団地
が存在する西ジャワ州、スカルノハッタ空港があるバンテン州に所在。また、中部ジャワ州のスマラン、東ジャワ州のスラバヤ
にも冷蔵倉庫を有する企業は一定数存在する。

 地方では、南スラウェシ州のマカッサルに大手3社が倉庫を有しており、一定の市場が存在すると言える

3. プレイヤーの状況はどうなっているか？

（２）展開状況

出所：現地調査より日本経済研究所作成

Jakarta（ジャカルタ特別州）
 MGM BOSCO
 Indoguna
 ADIB
 Supra Boga
 Pandurasa
 DUNEX

Jawa Barat （西ジャワ州）
<Bekasi>
 MGM BOSCO
 川西倉庫
 三菱倉庫
 日通（NEX Logistics Indonesia)
 ADIB
 WIRA
 Kiat Ananda
 SURI NUSANTARA JAYA 
 Mega International Sejahtera
 GAC Samudera
 Midi Utama
<Bandung>
 WIRA
 WAHANA
＜Bogor＞
 Dua Putra Perkasa

Banten （バンテン州）
<Tangeran>
 WAHANA
 Mitindo
 Midi Utama
<Serang>
 WAHANA
<Chikupa>
 Indoguna

Sulawesi Selatan （南スラウェシ州）
<Makassar>
 MGM BOSCO
 ADIB
 WAHANA

Sumatera Selatan （南スマトラ州）
 ADIB (Palembang)

Jawa Tengah （中部ジャワ州）
<Semarang>
 ADIB
 WIRA
 WAHANA
<Surakarta>
 WAHANA

Jawa Timur （東ジャワ州）
<Surabaya>
 MGM BOSCO
 ADIB 
 WIRA
<Pasuruan>
 Midi Utama

Kalimantan Timur （東カリマンタン州）
 WAHANA (Balikpapan)

Sumatera Utara （北スマトラ州）
 WIRA (Medan)

Jakarta 

Bekasi Surabaya
Makassar

Banten

Balikpapan

Semarang

Bandung
Pasuruan

Palembang 

Medan

BaliSurakarta

Bali （バリ州）
 ADIB

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

現地の大手ローカルプレイヤーはアセット・
オペレーション・ネットワーク共に、

一定レベル以上を確保（日系各社には差別化戦略が必須）



3. プレイヤーの状況はどうなっているか？

9

基本情報

企業名 P.T. MGM Bosco Logistics

設立年 1995年（MGM） 2001年（Bosco）

本社拠点 ブカシ

従業員 600名

資本関係
オーナー一族50%

「サラトガ・キャピタル」50%

関連会社 N.A.

アセット（所有／賃借）

ビジネスモデル

事業領域 食品輸送業、保管業、３PL

機能
Type ④（アイスは小売店舗、それ以外は小売りのDCまで配送）がメイン
でType ⑤、Type②も一部提供

主要顧客
大手の食品メーカー（ユニリーバ―、ネスレ、So Good Food）、小売
（スターバックスコーヒー、吉野家）を広くカバー

提供サービス 保管/:荷役/在庫管理、配送/トレーサビリティ、流通加工（仕分/ﾘﾊﾟｯｸ等）

配送エリア ジャワ島、カリマンタン島、スマトラ島、スラウェシ島をカバー

パートナー ３PL事業のパートナー：Kunci、Wahana、MAJ、Multi Sari、WPS、TBS

取扱品目
加工品メインでアイスクリーム（50%）が主流
原料系では国内消費向けの豪州産牛肉、インド産羊肉、国産鶏肉、海外消
費向けの水産物も取扱うが取扱量は減少傾向

保管期間 N.A.

競合他社 Sukanda Djaya,  Kiat Ananda, ADIB

差別化
品質力（保管・配送・コスト）、配送ネットワーク、ソリューション力
※-25℃での冷凍配送は強みの一つ

収益モデル
保管料・配送料が収益源であり、保管効率よりも配送効率で稼ぐモデルを
志向

事業課題 安定的かつ十分な保管料・稼働率の維持

投資計画 有（ブカシに多層階大規模倉庫、各地に小～中規模倉庫の倉庫を計画中）

拠点数
倉庫４拠点、配送４拠点（ジャカルタ、ス
ラバヤ、バンジェルマシン、マカッサル）

保管能力
(pallet)

北ジャカルタ：5,500 ブカシ：10,700

シドアルジョ：9,000 マカッサル：4,300

対応温度帯 -25℃~-20℃ / 0℃~5℃ / 5℃~10℃

倉庫仕様 N.A.

車両（台数）

1t（68）/ 2t（283）/ 3t（17）/ 4t（77）/

6t（44）/ 10t（121）/ 12t（43）/ 18t（34）
/22t（26）
※ジャワ島内で約720台中400台以上が稼働

ITシステム
WMS/TMS(GPS・温度モニター・配車管
理）

その他 停電用のバックアップ電源確保（3日分）

国内
調達

海外
調達

国内
輸送

宅配
保管

乳製品業界

畜産業界

水産業界

荷主

実績

稼働率 ブカシ倉庫（80%）※季節変動あり

利益
N.A,（利益は出ており、新規投資資金
はある程度確保できている印象あり）

コスト構造 N.A.

メーカーの自家倉庫に入らない
分を保管し、小売店に配送する

輸入肉（牛・羊）、国産鶏肉
を保管し、外食店舗に配送

輸出向け水産物を一
次保管し、コンテナ
車で港から輸出

事業ドメイン

輸出

卸売業者

卸売業者

卸売業者・メーカー

卸売業者

出所：現地調査より日本経済研究所作成

 大手ローカルプレイヤーは、系列に大手の卸やメーカーを有しており、
ベースカーゴを持つ。親会社及び外資規制（１事業１ライセンス）の恩恵
を受けて、小規模事業者をパートナーに３PL事業を展開、全国的なネッ
トワークを有する。

 投資資金・余剰土地を保有する企業が中心
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Type 機能 特性

① 産地保管

 農業地域・漁港近隣に位置し、一次産品の保管場所として機能。
 都市近郊では毎日出荷が行われ、保管する間もないことが一般的
 農業省は生産出荷施設としてアグリビジネス・サブターミナル

（STA)の整備を進めている（24州/66か所）

②
加工原料
保管

 食品メーカーの原料保管場所として機能。輸入業者に対し冷蔵倉
庫の設置が義務付けられている。

 食品メーカーの自家用倉庫でも対応するが、不足分の一部を第三
者の営業用倉庫を活用。メーカー工場付近、港湾に立地

③
輸出向け
保管

 食品メーカーの製品保管場所として機能
 メーカー工場付近、港湾に立地していると推測
 メーカーの在庫管理方針にもよるが、輸出向けの加工品は工場か

ら直接コンテナ車に搭載し輸出港に輸送されるケースが大半で保
管ニーズは小さい

④
国内配送
用保管

 消費地（大都市圏）近くに立地し、小売・外食向け加工品の配送
拠点として機能

 小売事業者の自家用倉庫で対応するが、取扱量の増加につれて営
業用倉庫の利用も期待される領域

⑤
国内消費
向け保管

 大消費地近くの港湾に立地し、輸入加工品（店舗配送される食肉
等の一次加工品も含む）の保管場所として機能

 輸入業者あるいはメーカー系物流会社が保有するケースが中心

インドネシアの低温食品物流の概念図 営業用冷蔵倉庫の機能類型の特徴

4. 川上～川下領域のどこを狙うべきか？

生産

加工

流通

Type ③

原料の輸入
／移入

一次/二次
加工品の輸入

一次/二次
加工品の輸出

原料の輸出/
移出

国
内
物
通

Type ④

Type ①

生産者

小売（MM中心）・外食
（国内消費）

Type ②

加工業者

Type ⑤

出所：各種資料及び現地調査より日本経済研究所作成

 インドネシアでは、低温食品の流通構造と冷蔵倉庫が果たしている機能は大きく５つの機能に類型化できます。
 コールドチェーンの需要が拡大しているのはType④とType⑤になりますが、ローカルとの競争が最も激しい参入領域でも

あります。

各領域の競争環境と参入プレイヤーの特徴を踏まえて、
参入機会を具体的に特定していくことが重要になります。
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Type 機能 需給バランス（顕在需要） 顧客ニーズ 競争環境

①
産地
保管

過去
供給不足

（常温流通）  廃棄ロスの削減
 品質要求レベルは高くなく、価格も相当安い
 国内調達可能な鶏肉・魚は常温流通が太宗

 水産省の施策により魚の
流通量が増加した結果、
多くのローカルの小規模
な冷蔵倉庫会社が参入

 外資は未参入
現在

需要不足（ｼﾞｬﾜ）
供給不足（その他）

②
加工原
料保管

過去 需要不足  加工メーカーがそもそも少ない
 メーカーは自社倉庫の余剰分を外部倉庫の保管するのが基

本で外部倉庫は余剰在庫の調整弁であり、品質よりも価格
重視の傾向

 ドライ系原材料は一定のボリュームあり（e.g. Wira）

 500㌧以下の冷蔵倉庫会
社が参入

 大手ローカルも参入して
いるが、倉庫プレイヤー
の増加に伴い取扱量は減
少傾向（特に水産関係）

現在
需要不足（ｼﾞｬｶﾙﾀ）
供給不足の可能性

（その他）

③
輸出向
け保管

過去 需要不足
 食品メーカー自社倉庫で原則対応しており、外部委託ニー

ズがあまりない

 参入プレイヤーはほぼい
ない ※海外マーケット
の開拓意欲のある地場
メーカーは存在現在 需要不足

④
国内
配送用
保管

過去 供給不足

 自社倉庫の余剰分を外部倉庫に委託（在庫管理）
 需要変動リスクへの対応として外部倉庫を活用
 品質よりも価格（コスト）重視。ただし大手メーカーは配

送品質も重視（自前で配送を実施する理由でもある）
 ボリュームのある冷蔵保管商品が限定的（例外は.アイス）
 大手ローカル（メーカー／小売り）は自社物流が主流（た

だし、物流コストを削減できるなら外部委託も検討する会
社は存在）

 大手外資（メーカー／小売）は外部委託が中心
 外資メーカーの場合はローカルとJVを組んで、物流・販売

をローカル企業に任せる。特に日系メーカーにはこのタイ
プが多いため日系メーカーからの荷物確保も簡単ではない

 大手ローカル、日系の主戦場
 アイスメーカー等、有力顧客を確保している先

とそれ以外で明暗分かれる傾向（二極化）
 広域の配送機能を有する企業が有利
 大手ローカルは管理システム（WMS,TMS）

を導入済
 土地も既に確保しており拡張可能な企業が中心
 加工メーカーが少ないため、自ら水産加工、食

肉処理加工領域に進出し、小売・外食需要に対
応生み出す会社も存在

現在

やや需要不足
（ｼﾞｬｶﾙﾀ周辺）
供給不足の可能性

（ﾏｶｯｻﾙ）

⑤
国内
消費向
け保管

過去
需要不足（ｼﾞｬｶﾙﾀ）
需要不足（その他）

 ローカルの輸入業者は自社物流が主流、一部、外部委託の
会社もあり

 品質等、提供サービスに求める要求水準は比較的高い
 近年、輸入牛肉の増加に伴い、倉庫需要が発生し、外部倉

庫の活用ニーズが出ている
（e.g. Suri Jaya Nusantara）

 輸入卸会社がメインプレイヤー
 大型の冷蔵倉庫投資も実施されており成長期待

が高まっている
 配送機能を有する大手ローカルも一部参入する

が取扱量は多くない現在
供給不足の可能性
（ｼﾞｬｶﾙﾀ周辺）

需要不足（その他）

出所：現地調査より日本経済研究所作成

4. 川上～川下領域のどこを狙うべきか？

☜
今後も需要が伸び
るエリアだが、
レッドオーシャン
（ただし、荷主や提供
サービス次第では競争
環境は異なる。）

☜
魅力的なエリア
（ただし、輸入規制に
よるボラティリティは
大きく政治リスクを抱
える）

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

 メーカーは需要変動の調整弁として外部倉庫を活用。配送は自前
では対応しきれないエリアを外部に委託。価格重視。高品質な保
管・輸配送サービスに対価を払うマインドはまだ十分に浸透して
いない。混載配送（3PL）についての理解もまだ浸透しておら
ず、３PL事業では配送効率、積載効率の悪化を招きやすい。

 多店舗展開の小売はメーカーが直接店舗まで配送できないため自
前のDCと車両を保有。本来は、アセットを持たずに保管・店舗配
送したいニーズはやはり強い。



5. どんな外部委託ニーズや課題があるか？
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出所：現地調査より日本経済研究所作成

自社物流と外部委託

立地
（近接性）

品質と価格

付加価値
サービス

▶ 荷主は本来であれば物流資産をできる限り持たずに本業に集中したいものの、既に自社物流で対応してきた会社
が中心であることから、一般的には自前では対応できない部分が生じた時にのみ外部委託を検討するというスタ
ンス

▶ 現地ローカルの物流会社とJVを組んで事業展開している外資企業も多いため、物流機能を第三者にスイッチする
のが難しい場合も存在

▶ メーカーは需要のボラティリティへの調整機能として外部倉庫を活用し、大手小売りは自前のDCと車両を保有
し、自前では対応できないエリアについて配送を外部委託するのが基本スタイルである。

▶ メーカーの原材料を保管する場合は、メーカー工場との近接性、小売りの場合は店舗展開をしているエリアとの
近接性等、外部委託先の選定基準として立地の重要性は極めて高い。

卸機能

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

▶ ローカル荷主の保管・配送サービスに対する対価水準は低く（ある日系企業は事業計画上、当初見積った価
格から実際は２～３割減の水準）、ローカル荷主に対して提供品質に見合った価格を訴求することは現状で
は極めて難しい。一方で日系の倉庫物流会社に対して、ローカル荷主は「日本品質」への期待があり、価格
と品質の両立が難しくなりやすい点もネック

▶ 品質の要求水準は各社で異なるが、最低ラインは温度変化による劣化が生じないこと
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 インドネシアの潜在的なマーケット規模は非常に大きく、重点マーケットである点は異論のないところです。
 しかし、足元の事業環境を冷徹に評価すれば、日系各社にとって強い追い風が吹いて状況下ではないと認識しています。こ

れまでの進出事例を踏まえると、保管商品の市場動向、ローカル企業の競争力、荷主のアウトソースニーズの動向を見極め
た上で、アライアンス戦略を含めた進出戦略と事業モデルを丁寧に検討すべきと考えます。

Copyright © 2019 Japan Economic Research Institute Inc. All Rights Reserved.

進出方針
の検討論点

マーケット
（食品）

（低温物流）

顧客（参入余地）

競合（差別化）

ケイパビリティ

► 十分な市場規模があるか

► 低温商品の成長は続くか、成長ドライバーは何か

► 冷蔵倉庫の需給バランスは今後どうなるか

► 川上～川下領域のどこを狙うべきか（流通構造）

► ターゲット顧客は誰か

（業種/外部委託/資本/保管商品）

► どんな外部委託ニーズや課題があるか

► 主要な競合先は誰か

► 競合はどのように闘っているか

► 日系/地場の主要競合の相対的な強み・弱みは何か

► 競争優位なビジネスモデルは何か

► そのために活用できるリソース/強みは何か

► ギャップはないか、あるならその解決策は何か

規制等（外資規制、許認可、優遇制度）

進出エリア
（立地＆参入領域）

ターゲット荷主

提供機能
付加価値サービス

アセットモデル
（投資回収モデル）

パートナー
（アライアンス戦略）

FSを通じて競争優位な事業モデルの構築・実施がインドネシアの攻略には非常に重要になります。
弊行グループでは、ASEANのコールドチェーンについて各種ナレッジを有しており、ご要望に応じた支援が可能です。

Feasibility Study 事業モデルの構築



例）事業モデル構築の視点
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ターゲット荷主

メーカー（日系以外）

＜想定ターゲットの特徴＞
• 最終製品を製造し、小売/外食に配送
• コア事業（製品開発・製造）に特化
し、自社物流のオペレーションコスト
や委託先管理コストを削減したい

• 自社の配送可能エリアが限定的で販売
先を広げられない

提供サービス

参入エリア

アセットモデル
アセット型（DC＋車両数台）

温度帯

戦略パートナー
（アセット所有者）

食品卸（中堅以下）

• 販路と調達力があるがノンコア
事業としての物流で課題あり

• 倉庫と車両を保有（兄弟会社が
所有する場合も含む）

外食（大手）

• 自社物流を抱えるがノウハウ不足
• 倉庫と車両を保有

ドライ物流会社（大手～中堅）

基本的な物流サービス＋α（保管・店舗配送＋調達/集荷・加工）

サプライチェーンの下流（メーカー～小売・外食への店舗配送の領域）
Jabodetabek

ライト/ノンアセット型 （アセット所有者との提携が必須）

ドライ

コールド

• 低温物流に関心を有するがノウハウが不足
• 事業成長が期待される荷主を抱える
（外資系メーカーが中心）

3PL（メーカー3PL／流通3PL）

想定される荷主像に合致するメー
カーはコールドでは少ないが、
ドライ系は可能性がある
拠点が必要（事業リスク大きい）

小売・外食（ローカル）

＜想定ターゲットの特徴＞
• 食材を卸を経由せずメーカー等から直接調
達し、調達物流に課題を抱える

• 自社物流のオペレーションコストや委託先
管理コストの削減ニーズが強い

• 一次加工のニーズを有する

多店舗展開の外食・小売の物流コスト、
調達リスクの低減ニーズは強い
150店舗以上は10数社程度
調達物流、店舗配送網の活用・構築が
必要（参入障壁大きい）

食品卸／輸入卸（ローカル）

＜想定ターゲットの特徴＞
• 小売・外食への販売チャネル、商材の
調達力（ベースカーゴ）を有する

• セールスマーケティングに注力し、事
業エリアの拡大を志向するが、資金力
等により物流への設備投資に課題あり

大手食品卸は自前がメインのた
め想定される荷主像に合致する
会社は限定的

►インドネシアの事業環境を踏まえると、参入に当たっては、
事業モデルとパートナーとのアライアンス・M&Aをより戦略
的に検討・実行していくことが重要であると認識していま
す。
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